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１. 本論文の主旨 
 
  本論文の目的は、管理会計の立場から会計に係わる裁量の決定問題を会計政策として論
究し、それに関係する諸々の論点を整理して体系化を試み、日本企業の経営者が実践して
きた会計政策を実証的に検証することによって、かかる政策決定のもたらす含意を明らか
にすることにある。これまでの会計政策の研究はもっぱら財務会計の立場から行われてき
たが、本論文では、管理会計の役割期待が、経営者および管理者の経済的意思決定および
業績管理に役立つ会計情報を提供することのみならず、そのための基盤を形成するべく、
組織目標と整合するように会計に係わる政策を決定することにあるとし、この管理会計の
立場から経営者の責任と係わらせて会計政策を論究することが意図されている。 
会計政策を管理会計の立場から研究するための本論文における基本的視座は、会計政策
を経営者の責任との係わりから捉えることに現れている。それは投資家の経済的意思決定
に役立つことを意図するものでも、金融機関による融資判断に資することを主眼とするも
のでもない。あくまでも経営者の責任を果たすための、あるべき会計政策を探究せんとす
るところにある。その論究における要目は、経営者による経営目標を達成するという「経
営責任」と経営業績と財政状態を説明するという「会計責任」である。この２つの責任は
密接に関連しており、会計政策を扱う本論文においては、この２つの責任を果たすことの
本質が何かということが問われ続けられることになる。 
経営者の責任として何よりもまず挙げるべきは、経営目標を達成することである。しか
し、この経営目標とは何かを巡っては幾多の議論が展開されてきており、多元的であるこ
とに異論はないとしても、統一的な見解を得るには至っていない。そもそも経営目標は経
営者が策定するものであり、企業の歴史や文化そして環境といった要因に加え、経営者の
価値判断や資質といった内的要因によっても影響を受けるので、一般的な結論を得ること
は極めて困難なことである。 
 しかし、経営者が追い求める経営目標を定めない限り、経営者の責任との係わりで会計
政策を考究することはできない。そこで本論文では、経営者が策定する経営目標は多元的
であり、環境変化に応じて適応的に変わるものであるとしても、株式会社という事業体が
存続し続けることを前提にする場合に、経営目標の中核となる概念は「企業価値」である
と認識することにする。すなわち、本論文では、経営者の目指す目標が企業価値を創造す
ることにあると観念し、経営者の責任と経営者による会計政策を論究することとしている。 
 会計の視点にから経営者の責任を論ずるときにまず採り上げるべきは、経営目標の達成
ということよりも、経営者による「会計責任」の遂行であるべきかもしれない。会計責任
とは、一般に、ある主体が他の主体から財産（経済的資源）についての経営・管理を委託
された場合に、その財産をどのように費消（運用）し、それによっていかなる結果が生じ
たのかに関して、経営成績と財政状態を表す財務諸表を作成・開示することによって、関
係する主体（利害関係者）に説明する責任のことである。その意味で、会計責任とは報告
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責任であり、その報告が了承されてはじめて経営者の会計責任が解除されることになる。 
本論文の基底にあるものは、経営と会計は一体でなければならないという考え方である。
会計情報はいわば経済的な実態である主体（principal）を写像した客体（surrogate）であ
るが、会計測定が主体の完全な写像をもたらさないために、その客体にのみ目を奪われて、
経済的な実態の把握を誤ってはならないのである。経済的な実態をより良くすることが経
営者の真の責任であるならば、その実態を可能な限り適切に表すような会計行為を実践す
るべきである。会計基準が経営者の裁量に委ねる余地を残しているのは、画一的な写像方
法を押し付けるよりも、経済的な実態に最も精通している経営者の判断に任せることの方
が、歪みの少ない客体が得られると考えるからであろう。 
 そもそも経営者が財務諸表を意思決定に役立てようとするのは、それが企業の経済的実
態を表しているからであろう。財務諸表が経済的実態を可能な限り正確に表わしているこ
とを願うのは、それを最もよく利用する、まさに経営者自身のはずである。実態の歪んだ
像を正しいものと誤認して下す判断が実態を望ましい方向へと導く可能性は低くなるから
である。このことは、経営者のもう一つの役割である「会計責任」の履行にも密接に係わ
り合うところである。株主などの利害関係者への会計責任は、委託された財産の経営・管
理に関する状況とその顛末について利害関係者に対して報告する責任を負っているという
ことであるが、それは利害関係者が行う経済的意思決定に役立つ情報として提供するため
の行為でもある。ここでも同様に、歪みの少ない写像でなければ、彼らの経済的意思決定
に役立つことは期待できないはずである。 
 しかし、こうした立論は、企業価値を損なっても自らの利得を増やそうとする経営者の
存在を認めるならば、修正されねばならない。そのような経営者の行動仮説に基づいてモ
デルの構築を行うアプローチから導かれた分析がどのような結論を導くことになるかを明
らかにするならば、かかる立論を修正する方向が示唆されるかもしれない。残念ながら、
こうした論究は本論文の取り扱う範囲を超えており、将来の課題とされている。 
会計政策を会計に係わるすべての判断あるいは意思決定であると定義すると、会計基準
の設定に関するマクロレベルの公的な会計政策と企業の経営者によるミクロレベルの私的
な会計政策に大別することができる。本論文においてはこの基本体系を踏襲することにし
ながらも、これら二つの政策ディメンジョンはそれぞれ独立したものではなく、相互に関
係し合っている点に着意している。 
ミクロレベルの政策決定がマクロレベルの決定に拘束されることは当然のことであるが、
マクロレベルの決定プロセスにおいて、ミクロレベルの決定が深く係わりを持っている。
実務においてどのような取引が行われているかを特定するには、実務に携わる経営者から
の情報提供に頼らざるを得ないし、会計基準の変更や改定あるいは新設によって企業はど
のような影響を受けるかを予測して、経営者から基準の設定主体に働きかけがなされるこ
とも一般的となっている。帰するところ、マクロレベルとミクロレベルの会計政策が相互
に作用し交錯し合う形で現実の会計制度が形成されているのである。 
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本論文における実証分析の中で、いわゆる「会計ビッグバン」における税効果会計と退
職給付会計を取りあげ、このマクロレベルの会計政策がミクロレベルの会計政策と有効に
結びつくことによって、企業の経営成績と財政状態に多大な影響を与えていたことを明ら
かにしている。マクロレベルとミクロレベルとに概念的に分けられるとしても、現実の会
計はそれらレベルの会計政策が相互に作用し合う形で展開されており、企業の実態的な活
動に影響を与えていることを、上場企業の経営者によって実践された会計政策から解き明
かそうとしたのである。 
本論文では、会計政策をマクロレベルとミクロレベルに大別し、ミクロレベルの会計政
策を以下の４分類とする体系が提案されている。 
第１分類―会計基準の選択に関する会計政策 
第２分類―会計基準を適用するタイミングに関する会計政策 
第３分類―代替的会計方法の中から選択する会計政策 
第４分類―選択した会計方法の適用に伴う判断と見積りに関する会計政策 
第１分類の会計政策は、いずれの会計基準を適用するのかに関するものである。わが国
の証券取引所に上場する日本企業であれば、原則として、日本の会計基準に準拠すること
が規定されている。しかし、日本企業が米国の証券取引所に上場するか、ADR を発行する
場合には、米国 SEC の定めるルールに従い、連結財務諸表の作成に米国の会計基準を適用
することが義務付けられてきた。したがって、米国での資金調達を行う企業は、会計政策
として米国会計基準を選択することを併せて決断することになった。さらに近年には、米
国に続いて日本においても国際会計基準（IFRS）による連結財務諸表の作成が一定の条件
を満たす企業に認められたため、IFRS を任意で適用するか否かの会計政策が一部の企業で
本格的に検討されるようになった。 
第２分類の会計基準を適用するタイミングに関する政策決定については、第Ⅱ部におい
て４つの会計基準に対する日本企業の会計政策を対象に詳細な分析が行われている。後に
まとめられるように、適用の時期を決定する会計政策と企業の経営成績と財政状態には関
連性があり、実際にとった会計政策の違いによってその後の経営業績と財政状態に有意な
格差が生まれていることが明らかにされる。早期適用を行うか、義務とされる時期まで延
ばすかについて経営者が下した政策判断が企業価値に影響を及ぼす可能性が浮き彫りにさ
れている。 
第３分類に属する会計政策は会計方針の選択に係わることがらであり、第４分類は選択
した会計方針の適用に伴う判断と見積りに関する政策である、として概念的には区別され
る。しかし、実際の政策決定プロセスにおいて両者は関連付けられながら進められるのが
実態であろう。なぜならば、ある会計方針を選択するときには、その方針によって収益・
費用さらには資産と負債・純資産がどのように変動するかを考慮するであろうし、その算
定には第４分類の政策決定が必要になるからである。たとえば、ある有形固定資産の減価
償却方法として定額法が方針選択されたとして、その資産の耐用年数を何年とするか、残
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存価額をいくらとするか、といった第４分類の判断と見積りが決まらねば、減価償却額を
算定することはできないのである。本論文では、退職給付会計における方針の選択と変更
に焦点を当てて、この問題が論究されている。 
第３分類および第４分類に属する会計政策のうち継続性に反するものについては、正当
な理由がない限り、経営者はそれらの検討を試みるべきではない。それは期待される会計
責任の履行のあり方に反することになるからである。しかしながら、会計情報が企業や経
営者の評価に使われ、経営者の報酬もそれに連動するようであれば、経営者がそれらの会
計政策に熱心になることも想定されねばならない。 
 以上から、第３分類と第４分類に属する会計政策のうち継続性に反するものについては、
経営者の会計行動を説明する理論を構築するという目的にとって重要な研究対象となるが、
本論文では、第１分類と第２分類に属する会計政策ならびに継続性に反しない第３分類と
第４分類に属する会計政策こそが、経営者の取り組むべき政策決定であると結論付けられ
ている。換言するならば、管理会計の立場から経営者が企業価値を毀損することなくその
創造を目指して行動することを前提とするならば、どのような会計政策が企業価値の創造
に結びつくかが討究されるべきなのである。それらが株価に一時的に好材料をもたらすに
過ぎないものであれば、企業価値を高めることに貢献するとは考えられず、経営責任を課
せられている経営者の政策領域からは除外されねばならない。しかしながら、企業価値の
評価が一義的に定まるものではないという難題に直面することから、かかる論理展開は単
に取り組むべき課題を明確化したという貢献をもたらしたに過ぎないともいえる。 
 では、管理会計の立場からする会計政策それのみで企業価値を創造することができるか
と問われれば、それは首肯し難いのである。会計政策それ自体が価値を生むというよりも、
会計政策が実態に影響を及ぼす経営政策と一体となって機能し、経営者および管理者の行
う経営意思決定に役立つ情報が提供され、彼らの経営行動に影響を及ぼすことによって価
値の創造がもたらされる、と解するべきである。なによりも、収益力を高め、持続的成長
力を維持していく経営行動を促すような会計政策をとることが肝要なのである。 
 本論文では、「会計ビッグバン」の始まる前にその影響を予測して事前に適応的な会計政
策を実践した企業およびその渦中において会計基準を早期に適用する会計政策を選択した
企業の存在を明らかにするとともに、そうした適応的行動を選択した企業の経営成績と財
政状態がそうでなかった企業と比べて優位な結果を示していることを実証している。経営
者による経営責任が企業価値の創造にあるとし、その企業価値を表す代理変数として財務
指標を使用し、財務指標の改善度を測定することによって、上述の結果を提示しているの
である。 
本論文が提案する会計政策の４分類のいずれにも、実際の活動に作用して収益・費用お
よび資産と負債･純資産に直接影響を及ぼす「実体的会計政策」と称されるものは含まれて
いない。それは管理会計における利益管理として古くから実践されてきたものであり、経
営責任を担う経営者が毎期実行せねばならない経営政策である。本論文を通じて明らかに
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されるように、これは経済活動の実態に直接的な変化を与えるものであるから、経営管理
そのものであり、会計に係わることがらに変更をもたらす会計政策とは異質のものといえ
る。「報告利益の管理」の名も下にその実体的政策を含めることは、会計政策の本質と意義
を曖昧にするばかりでなく、その影響を的確に把握することを難しくしてしまう。定義の
問題であるから、それを誤りであると断じることは不可能であろうが、すでに利益管理と
して確立されてきたものの一部を「実体的会計政策」に移し替えることに何らの意義を見
いだすことはできない。こうした論考から、本論文では、実態的な活動に関する政策決定
と「報告利益の管理」とは異なる類のものと認識すべきことが主張される。 
 
 
２. 本論文の構成 
 
 本論文は、会計政策に関する理論的考察を行った第Ⅰ部と、いわゆる「会計ビックバン」
における会計政策について実証分析を行った第Ⅱ部から構成されている。本論文の目的は
管理会計の立場から会計政策を論究することにあるので、会計政策がどのように実践され
ているか、実践された会計政策が経営責任の遂行に貢献しているか、が究明されねばなら
ない。本論文の第Ⅱ部では、上場されている日本企業が実践した会計政策に関する実証分
析を行い、この課題にたいする解明の一端が提示される。しかしながら、会計政策に係わ
る事項はあまりにも多岐にわたり、単独の研究がすべてを闡明することなどとうてい不可
能なことであり、分析の対象は限定されざるを得なくなる。 
バブル経済が崩壊してしばらく経過した後に、わが国においては、米国の会計基準や国
際会計基準（IAS）に代表される国際標準との調和化の要請から、「企業会計原則」を保持
しながら、その周辺に新しい個別的な会計基準を設定する改革が進められた。その結果、
わが国の企業会計制度は大幅に改定されることになり、こうした会計基準の改定ないし新
設は、金融ビッグバンになぞらえて「会計ビッグバン」と称されている。これらの改定な
いし新設のうち、企業の経営と資本市場に重要な影響を与えたものは、以下の６つであろ
う。 
（１）連結財務諸表規則が改定されるとともに、それまで単独決算が主であり、連結決算
が従であったところを、連結決算が主となり、単独決算が従となったこと。 
（２）貸借対照表と損益計算書の２本柱であった財務諸表にキャッシュ・フロー計算書が
加わって３本柱になったこと。 
（３）税効果会計に係る会計基準が設定され、強制適用されるようになったこと。 
（４）退職給付に係る会計基準が設定され、退職給付に関する財務の状況が財務諸表に開
示されるようになったこと。 
（５）金融商品に係る会計基準が設定され、金融商品の一部に時価評価が導入されたこと。 
（６）固定資産の減損に係る会計基準が設定され、固定資産の資産価値がより適正に表さ
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れるようになったこと。 
 本論文の第Ⅱ部では、これら６つのうちの（３）から（６）を取り上げて、その意義と
企業の経営成績および財政状態への影響について実証分析のアプローチから論究している。
６つの会計基準の意義と企業経営への影響についてミクロ的視点から考察を加えた第４章
に続く７つの章において、４つの会計基準が企業経営にどのような影響を与えたか、新た
な基準の適用に際してとられた会計政策が企業業績と財政状態にどのような影響となって
現れたかを実証分析により明らかにしながら、会計政策の意義と含意について論究するこ
とを試みている。とりわけ、なぜある企業は強制される前に任意で新しい基準を適用する
ことを選択したのか。それらの企業には、強制される期になるまで適用を待つ企業と比べ
て、何か特徴的なことが見いだされたのか。任意に適用した企業の業績と財政状態は、そ
うしなかった企業と比べて優位な結果となっているのか。こうした問いに対する答えを得
て、適応的会計政策の意義と含意を明らかにすることが第Ⅱ部の目指すところである。 
 
  本論文の構成は、以下のとおりである。 
第Ⅰ部 
序章 
１．本論文の視座 
２．経営責任との関連 
３．会計責任との関連 
４．実証分析のアプローチ 
第１章 わが国における会計政策論の展開 
１．わが国における研究の誕生と初期の研究 
２．財務会計と会計政策 
３．会計政策論の発展 
４．経営者行動を説明する会計政策論の展開 
５．会計政策の理論化への取り組み 
６．わが国企業に固有の会計政策論 
７．実証的会計政策論の展開 ― earnings management ― 
８．公的な会計政策論 
９．結び 
第２章 米国における会計政策に関する研究の展開 
１．会計政策論の萌芽 
２．利益の平準化に関する研究 
３．会計政策における経営者の動機と行動に関する研究 
４．会計上の評価と見積り 
５．実体的取引による報告利益の管理 
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６．会計方針選択 
７．会計基準適用とそのタイミング選択 
７．１ 研究開発費の会計基準に関する研究 
７．２ 為替換算の会計基準に関する研究 
７．３ 企業の所有と経営ならびに報酬制度との関連に着目する研究 
７．４ 早期適用と強制適用に関する研究 
７．５ 退職給付会計に関する研究 
８．米国会計基準あるいは IFRS の採用 
９．公的な会計政策論 
１０．結び 
第３章 管理会計としての会計政策 
１．はじめに 
２．経営者の経営責任 
２．１ 利益管理（profit management） 
２．２ マネジメント・コントロール 
３．利益管理と報告利益の管理 
４．経営責任 ― 企業価値の創造 
４．１ 経済的利益 
４．２ 非財務情報の重要性 
５．経営者の会計責任 
５．１ はじめに 
５．２ 会計基準の統一化について 
５．３ 当期純利益と包括利益に関連して 
６．会計政策の分類 
６．１ 分類の基準 
６．２ ミクロレベルの会計政策の４分類 
６．２．１ 第１分類の会計政策 
６．２．２ 第２分類の会計政策 
６．２．３ 第３分類の会計政策 
６．２．４ 第４分類の会計政策 
７．結び 
第Ⅱ部 
第４章 「会計ビッグバン」の意義 
１．はじめに 
２．連結財務諸表制度における改革の意義と影響 
３．キャッシュ・フロー計算書の意義と影響 
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４．税効果会計の意義と影響 
５．退職給付会計の意義と影響 
６．金融商品会計の意義と影響 
７．減損会計の意義と影響 
８．結び 
図表 
第５章 税効果会計の適用とその影響 
１．はじめに 
２．税効果会計の適用の意義と企業の対応 
３．早期適用の状況と適用非適用企業間の比較 
３．１ 適用による影響 
３．２ 早期適用企業と非適用企業の比較 
３．３ 全面適用企業と部分適用企業の比較 
４．結び 
図表 
第６章 退職給付会計の適用とその影響 
１．はじめに 
２．退職一時金制度に適用されて会計基準 
３．企業年金に関する会計 
４．退職給付会計の適用と企業の事前対応 
５．税効果会計と退職給付会計の適用による影響 
６．結び 
図表 
第７章 金融商品に係る会計基準の設定とその意義 
１．はじめに 
２．会計基準の設定に至るまでの経緯 
２．１ 時価情報の開示 
２．２ デリバティブ取引 
２．３ 大蔵省の方針 
２．４ デリバティブ取引に関する開示の方針 
２．５ 金融商品の会計基準に関する中間報告 
２．６ 株式評価損の計上 
２．７ 開示対象の拡大 
２．８ ｢金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書｣の公表 
２．９ 実務指針の発表 
３．金融商品に係る会計基準の特徴 
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４．早期適用と事前対応 
４．１ 適用１年目の期首における取扱い 
４．２ 適用１年目の期末における取扱い 
４．３ 早期適用 
５．持ち合い株式の時価評価 
６．株式の持ち合いと含み損益に関する先行調査 
６．１ ニッセイ基礎研究所「株式持ち合い状況調査 2001 年度版」 
６．２ 財務省の調査 
６．３ 日本経済新聞社の調査 
７．結び 
第８章 金融商品会計の適用と企業への影響 
１．はじめに 
２．経常利益への影響―連結財務諸表の注記からの分析― 
２．１ 経常利益への影響額 
２．２ 損益計算書への影響 
２．３ 貸借対照表への影響 
２．４ 財務指標への影響 
３．税金等調整前当期純損益への影響―連結財務諸表の注記からの分析― 
３．１ 税金等調整前当期純損益への影響額 
３．２ 損益計算書への影響 
３．３ 貸借対照表への影響 
３．４ 財務指標への影響 
４．その他有価証券評価差額の計上―連結財務諸表の注記からの分析― 
４．１ その他有価証券評価差額金 
４．２ 損益計算書への影響 
４．３ 貸借対照表への影響 
４．４ 財務指標への影響 
５．評価差額金相当額の注記―連結財務諸表の注記からの分析― 
５．１ 評価差額金相当額 
５．２ 損益計算書への影響 
５．３ 貸借対照表への影響 
５．４ 財務指標への影響 
６．計上企業と注記企業の比較 
６．１ 損益計算書における比較 
６．２ 貸借対照表における比較 
６．３ 財務指標における比較 
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７．結び 
図表 
第９章 金融商品会計基準の適用と企業業績 
１．はじめに 
２．含み益と収益性の関係 
３．業種別の分析 
４．有価証券および投資有価証券の保有比率の推移 
４．１ 適用前の変化 
４．２ 適用年度以降の変化 
５．有価証券および投資有価証券の保有率と使用総資本営業利益率との間の関係 
６．増減率の分析 
７．米国会計基準を適用した日本企業の分析 
８．結び 
図表 
第１０章 固定資産の減損会計の任意適用 
１．はじめに 
２．減損会計の影響と事前の対応 
３．早々期適用企業における財務的特徴 
４．早々期適用企業に関する財務指標の比較分析 
５．早期適用企業に関する分析―中間決算からの分析 
６．結び 
図表 
第１１章 減損会計の適用期別企業の財務分析 
１．はじめに 
２．業種に関する分析 
３．規模に関する分析 
４．適用期別にみた赤字企業 
５．早々期における財務指標の比較 
６．強制期における財務指標の比較 
７．適用期別に見た財務指標の改善度 
８．結び 
図表 
結章 
１．会計政策の意義 
２．会計政策の分類 
３．税効果会計に係わる会計政策 
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４．退職給付会計に係わる会計政策 
５．金融商品会計に係わる会計政策 
６．固定資産の減損会計に係わる会計政策 
７．本論文の限界と残された課題 
 
 
３．本論文の概要 
 
本論文の序章では、論文の目的が、管理会計の立場から会計に係わる裁量の決定問題を
会計政策として論究し、それに関係する諸々の論点を整理して体系化を試み、日本企業の
経営者が実践してきた会計政策を実証的に検証することによって、かかる政策決定のもた
らす含意を明らかにすることにあることを主張している。経営者には経営目標を達成する
という「経営責任」と経営業績と財政状態を利害関係者に説明するという「会計責任」が
併せて課せられており、これら２つの責任を兼行することを主軸として経営者による会計
政策について論究することの意義を考察している。 
 第１章では、日本における会計政策に関する先行研究について、その誕生から近年にい
たるまでの研究成果を概観し、主要な論点を整理している。第１に、わが国における会計
政策に関する研究は、財務会計の本質を理解会得せんとする探求のなかで生まれてきたも
のであるが、会計政策は財務会計にのみに固有のものではなく、会計監査の領域にも密接
な係わりを持つ主要なテーマとして、活発な論議が戦わされることになった。第２に、米
国おける当該領域の研究成果が次々とまとまって発表されたことに呼応して、わが国にお
ける研究がそれらの論文に検討を加える形で展開されるようになった。第３に、経済学の
アプローチに依拠し、経営者は自己の利害を最大限に追求するとともに組織参加者の利害
を均衡させる最適行動を選択するという行動仮説に基づいて、会計選択に関する問題を利
害関係者への富の配分という経済性原理の支配する決定問題として認識する立場が台頭し
てきた。それに対して、この立場を観念的過ぎるとして退け、実際にとられている経営者
の会計選択行動を観察して、より現実的な行動仮説に基づく理論の構築へと歩を進める研
究も現れた。第４に、米国における会計政策に関する研究成果が浸透するにつれて、米国
とは異なる日本企業に固有の要因を摘出し、わが国企業独自の会計政策を説明する実証研
究が成果を出し始めた。 
 第２章では、米国における会計政策に関する先行研究について、その誕生から近年に
いたるまでの研究成果を概観し、主要な論点を整理している。第１に、日本における研究
が始まったほぼ同時期に、米国ではビジネススクールの学科目として会計政策が講義され、
その後にはケーススタディーをまとめた著書が刊行された。第２に、60 年代から 70 年代に
おいては、会計政策の中心的な課題を「利益の平準化」と捉え、会計学の主要なテーマと
して何編もの論文が学術雑誌に掲載されるようになった。その平準化についても、実際の
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取引を操作する「実体的平準化」と、費用・収益の期間帰属の決定に採用された会計手続
きの操作による「技術的平準化」に分けて概念を整理する研究や、「表示区分による平準化」
という新しい視点を加える研究も登場した。さらに、経営者が利益の平準化を行う動機に
関する研究も始まった。第３に、80 年代に入ると、利益平準化を行う経営者の動機と行動
に関する研究が盛んになってきた。経営者の動機として経済合理性を前提とし、報酬制度
と関連付けて会計政策の選択行動を説明することを意図する研究がその主たるものであっ
た。第４に、90 年代に入ると、研究領域が「利益の平準化」から「報告利益の管理」へと
移り、さらにいっそう活発な研究が展開されるようになった。経営者が実際に報告利益を
管理しているか否かを検出する方法がいくつか提案され、経営者が影響しうる「裁量的発
生高」を推定するモデルが様々な領域に適用された。第５に、会計選択の問題が、会計方
針の選択のみならず、会計基準適用のタイミングや IFRS の採用といった領域へと拡大され、
数多くの実証研究が発表されるようになった。 
 第３章では、経営者には経営目標を達成するという「経営責任」と経営成績と財政状態
を説明するという「会計責任」を兼行することが、管理会計の立場から会計政策を論究す
るという本論文の目的に対してどのような係わりを持つかを論述するとともに、本論文の
定義する会計政策とその体系を提示している。そこでは、古くから管理会計の領域として
確立され、「利益管理」として実践されてきた、経済活動の実態に直接的な変化を与える政
策は経営管理そのものであり、会計に係わることがらに変更をもたらす会計政策とは異質
のものであることが明示されている。近年見られるようになった「報告利益の管理」の名
の下にそうした実質的変更を包含するような領域拡大は、会計政策の本質と意義を曖昧に
するばかりでなく、その影響を的確に把握することを難しくしてしまう危険性のあること
が主張されている。 
 第４章には以降に続く実証分析への導入の役割が与えられている。わが国の会計基準が
大変革を遂げることになった「会計ビッグバン」の内容と意義について考察し、それを構
成する主要な６つの会計基準がミクロレベルの会計政策に与えた影響と想定された企業行
動および経営成績と財政状態について論及している。さらに、マクロレベルの会計政策と
して複数の会計基準を相次いで導入する場合、それらの適用をどのように順序付けるかと
いう政策課題があることを提起している。個々の会計基準の有効性のみならず、「会計ビッ
グバン」をトータルとして評価する場合、会計基準を適用する順序がどのような影響をも
たらしたかを明らかにすることはきわめて重要なテーマであり、第５章と第６章がその問
題を論究している。 
 第５章は税効果会計に係る会計基準の適用を巡る会計政策について論究し、新興市場を
除く全国証券取引所に上場されている企業の有価証券報告書から自ら抽出した資料の分析
により、かかる会計基準が会計政策とその結果に及ぼした効果あるいは影響について明ら
かにしている。すなわち、一般事業会社に属し、2000 年度に有価証券報告書を提出した全
上場企業 2,137 社のうちその影響額を開示した 1,941 社について、税効果会計の適用状況
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と適用結果を分析することによって、以下の発見事項を提示している。 
第１に、税効果会計の適用の影響と企業の対応を明らかにするために、かかる会計基準
を適用した2000年度に当期純利益および連結剰余金はどれほどの影響を受けたのかを集計
し、以下の事実を突き止めている。 
① 税効果会計の適用により、適用しなかった場合に比べて、当期純利益が総額で 3 兆 8
千 8 百 19 億円増加し、1 社当たり平均で 20 億円増加した。 
② 適用の初年度に連結剰余金を増加させた過年度税効果調整額は、平均で 29 億 6 千 7 百
万円に達した。税効果会計の適用に伴う準備金や引当金などの取崩しがない場合には、
当期純利益の増減額に過年度税効果調整額の増減額を加えた値が連結剰余金期末残高
の増減額になり、連結剰余金の期末残高は、平均して 48 億 3 千 2 百万円の増加となっ
た。 
第２に、強制適用が開始される以前に任意で早期適用を行っていた状況を 1,941 社につ
いて 1999 年度の連結財務諸表の注記から調べ、適用企業と非適用企業間の比較分析を行う
ことによって、両者間には以下の相違があることを明らかにしている。 
① 適用企業が規模の点で大幅に優っていた。 
② 適用企業は非適用企業よりも、海外へ事業展開していた。 
③ 収益性に関する財務指標については、総じて適用企業がわずかながら優っていた。 
④ 使用総資本回転率については、わずかながら適用企業が劣っていた。 
⑤ 適用企業が株主比率ではわずかに低く、負債比率ではかなり高かった。 
⑥ 連結経営による子会社の貢献度で適用企業が優っていた。 
第３に、税効果会計を全面適用していた企業と部分的に適用していた企業を比較し、以
下の相違点を提示している。 
① 全面適用企業が規模の点で優っていた。 
② 海外における事業展開に有意な差となって表れているとはいえなかった。 
③ 収益性に関する財務指標について比較すると、取り上げたすべての指標で部分適用企
業が優っていた。 
 第６章は退職給付に係る会計基準の適用を巡る企業の事前対応と適用による影響につい
て実証分析を行っている。一般事業会社に属し、2000 年度に有価証券報告書を提出した全
上場企業 2,137 社を対象に 1999 年度と 2000 年度の連結財務諸表の注記事項を調査し、以
下の事実を明らかにしている。 
第１に、退職給付会計基準を適用する前年度にいかなる退職給与引当金の計上基準を採
用していたかを調査し、会計政策と企業特性の関連性を明らかにした。 
① 税法基準に従っている企業が 772 社と最も多かった。 
② 適用の前年度に前々年度までの会計処理を変更している企業がかなりの数に上ってい
た。 
③ 退職一時金制度を持たない企業で、年金掛金を支払った際に費用計上する処理から過
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去勤務債務が発生した時点で費用計上する処理へ変更したところがかなりあった。 
④ 適用の前年度に事前対応を行った企業は 502 社あり、それら企業における経常利益お
よび税金等調整前当期純利益（損失）への影響は、いずれもが利益を減少させるか、
損失を増大させる変更であった。 
⑤ 規模の大きい企業を中心にして事前の対応が行われた。 
⑥ 前年度の事前対応によって翌年度の影響を回避することができていないことから判断
すると、適用の前年度に会計処理を変更し、利益へのマイナスの影響を受け入れた企
業の行動は、一度に計上する損失額を２年度に分けて計上する「損失の平準化」の会
計政策が採られたことの証左ではないか。 
第２に、税効果に係る会計基準に続いて退職給付に係る会計基準を適用することを決し
たマクロレベルの会計政策の含意を以下のようにまとめている。 
① 税効果会計の適用による当期純利益ならびに連結剰余金の増加が、税効果会計に続い
て適用された退職給付会計の与えるマイナスの影響を大いに緩和する効果をもたらし
た。 
② 退職給付信託の設定を認めることにより、積立不足を部分的に解消し、新会計基準の
適用による利益への影響を小さくする会計政策の選択を促す効果を上げた。 
③ 会計基準変更時差異について、15 年以内で遅延認識することが容認されているにもか
かわらず、多数の企業が即時処理し、過去の債務から脱却することを可能にした。 
第７章は、退職給付に係る会計基準と同時に適用された金融商品に係る会計基準の意義
とその影響について論究したものである。とりわけ、会計基準の設定に至るまでの経緯を
辿ることによって、適用までにとられた事前対応の意義を明らかにし、それまで多くの企
業が実践してきた「含み益経営」からの超脱について考察している。 
第８章は金融商品に係る会計基準が適用された 2000年 4月 1日から始まる事業年度に新
興市場を除く全国証券取引所に上場していた一般事業会社の有価証券報告書から連結財務
諸表に記されている注記事項を調べることにより、かかる会計基準の適用による影響を明
らかにしている。 
第１に、経常利益への影響額を開示した 1,524 社のうち、経常利益への影響がプラスの
企業は 851 社、ゼロの企業は 168 社、そしてマイナスの企業は 505 社となっており、３つ
のグループについて、①損益計算書の会計数値への影響、②貸借対照表の会計数値への影
響、③財務指標への影響を比較検討している。 
第２に、税金等調整前当期純損益への影響額を開示した 1,811 社のうち、影響がプラスの
企業は 685 社、ゼロの企業は 67 社、マイナスの企業は 979 社であり、３つのグループにつ
いて、①損益計算書の会計数値への影響、②貸借対照表の会計数値への影響、③財務指標
への影響を比較検討している。 
 第３に、経済界の抵抗に遭い、１年後からの強制適用となったその他有価証券評価差額
の計上を巡る会計政策について、上場企業の連結財務諸表の注記事項を調査したところ、
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会計基準を早期適用し、その他有価証券評価差額金を資本の部に計上した企業は、2,140 社
のうち 1,533 社にも達していたことを突き止めている。さらに、貸借対照表に計上したそ
の他有価証券評価差額がプラスの企業とマイナスの企業に分け、①損益計算書の会計数値
への影響、②貸借対照表の会計数値への影響、③財務指標への影響を比較検討している。 
第４に、早期適用せず、評価差額金相当額を注記するにとどめた 566 社について連結財
務諸表の注記を調査した結果、評価差額金相当額がプラスの企業は 315 社、マイナスの企
業は 212 社であったことを明らかにしている。さらに、それら２つのグループについて①
損益計算書の会計数値への影響、②貸借対照表の会計数値への影響、③財務指標への影響
を比較検討している。 
第５に、早期適用してその他有価証券評価差額を計上した企業と評価差額金相当額を注
記するにとどめた企業の比較分析から、会計基準の適用により時価評価される投資有価証
券の割合が多く、収益性が高く、財務的に安定している企業が、概して早期に時価評価を
適用して資本の部に評価差額を計上しているという結論を得ている。 
 第９章は、金融商品に係る会計基準が適用されることになる以前に、それに備えて対応
を進めた企業とそうしなかった企業では、経営成績と財政状態にどのような違いが現れた
かについて実証分析をしている。すなわち、新興市場を除く全国証券取引所に上場してい
る一般事業会社全社について、事前の３期間と事後の３期間にわたり、流動資産に計上さ
れた有価証券と投資その他の資産に計上された投資有価証券の保有状況を調べ、保有額と
企業業績などの関連性について分析し、以下の事項を見いだしている。 
第１に、有価証券が当座資産に占める比率（有価証券/当座資産）および有価証券が資産
合計に占める比率（有価証券/資産合計）は、事前の３期間にわたり、平均、調整平均そし
て中央値のすべてで低下しているが、投資有価証券が投資・その他の資産合計に占める比
率（投資有価証券/投資･その他の資産合計）および投資有価証券が資産合計に占める比率（投
資有価証券/資産合計）については、事前の３期間にわたり、調整平均および中央値が増加
している。 
第２に、適用の時点で組み換えが行われ、有価証券が減少し、投資有価証券が増えてい
る。有価証券を流動資産に計上していない企業は 899 社へと急拡大しており、計上してい
る企業の中央値も 788 百万円と前年比で約 55.7%に減少している。それに対して、投資有
価証券を計上していない企業は 25 社への減少にとどまり、計上している企業の中央値は
2,445 百万円へと急増し、前年比で約 1.6 倍の値となっている。 
 第３に、多重回帰分析による仮説検証から、事前および事後の６期間を通じて、資産合
計に占める投資有価証券の高い企業は使用総資本営業利益率が低くなる傾向のあることを
突き止めている。すなわち、持ち合いなど投資目的で有価証券を保有することは本業の収
益性に負の影響を及ぼす可能性のあることが警告されている。 
 第４に、事前に対応した企業は、そうしなかった企業と比較すると、収益性等の財務指
標をどれほど改善していたかについて観測している。その統計的分析は、事前の対応措置
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を講じて投資有価証券を減額した企業の方が増額した企業よりも資本収益性および売上高
収益性において向上していることを明らかにしている。 
 第１０章では、固定資産の減損に係る会計基準の適用を巡り、3 月末日を決算日とする上
場企業がとった会計政策について行った実証分析を論述している。 
第１に、EDINET を利用して 2004 年 6 月末日までに提出された有価証券報告書を調査
し、2004 年 3 月期決算企業のうちで減損会計を早々期（義務付けられる２期前）に適用し
た企業は、少なくとも 170 社に上っていたことを明らかにしている。また、2004 年 4 月 1
日以降開始する事業年度から早期適用する場合には、中間財務諸表および中間連結財務諸
表についても会計基準を適用する必要があり、少なくとも 402 社が 2004 年 9 月の中間決算
において早期に適用していることを掴んでいる。 
第２に、3 月期決算の一般事業会社と銀行について 2000 年から 2004 年の会計数値を分
析した結果、多額の特別損失が毎期計上され、そのうちのかなりの部分が固定資産の処分・
評価損であったことが示された。確かに、減損会計が適用される場合、特定の固定資産だ
けに部分的に適用することは許されず、対象となる固定資産に全面的に適用されるため、
単年度の決算では耐え切れないほど損失が巨額になる可能性があり、導入時のインパクト
を緩和するために、事前にさまざまな対応策をとったものと推測されている。そうした企
業行動は、退職給付に係る会計基準の適用に際しても観察されたところであるが、損失計
上の前倒しによる「損失の平準化」と捉えられることを指摘している。 
 第３に、早々期に適用した企業は、相対的に規模が大きく、業績が良好である傾向が示
されている。とりわけ、売上高営業利益率、使用総資本営業利益率、株主資本営業利益率
および株主資本経常利益率について、早々期に適用した企業がしなかった企業に比べて有
意に優っているが、財務の安定性を示す指標については、非適用企業が適用企業を上回っ
ていることが指摘されている。 
 第４に、早々期に適用した企業については、分析したすべての財務指標において改善の
跡が見られることを示している。 
 第５に、早期適用を図った企業の中には、減損損失を計上する必要のなかった企業があ
り、損失計上した企業グループとの間に、顕著な違いが見られることを明らかにしている。
すなわち、損失計上企業は規模の点で大きいが、減損損失等の特別損失を計上したために、
売上高利益率が計上ゼロ企業に比べて劣っているばかりでなく、安定性を示す財務指標に
ついても、計上ゼロの企業の後塵を拝している。 
 第１１章では、新興市場を除く全国証券取引所に上場している一般事業会社を減損会計
の適用時期に従って以下の３群に分け、経営成績と財政状態についてそれら３群の間に存
在する違いに焦点を当てることにより、３群の会計政策と企業業績の改善に関する関連性
を明らかにしている。 
①早々期適用企業群：2004 年 3 月 31 日から 2005 年 3 月 30 日までの決算で適用した企業
179 社（以下、早々期群と略記する。） 
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②早期適用企業群：2005 年 3 月 31 日から 2006 年 3 月 30 日までの決算で適用した企業 345
社（以下、早期群と略記する。） 
③強制期適用企業群：2006 年 3 月 31 日から 2007 年 3 月 30 日までの決算で適用した企業
1,555 社（以下、強制期群と略記する。） 
 第１に、強制期を待たずに適用した企業の割合が 30％を超える業種を調べたところ、電
力、石油、鉄道･バスおよびガスといった公益性の高い業種に属する企業が任意適用してい
ることが分かった。しかし、３つの適用時期の区分に対象企業全社を加えた４つのグルー
プについて、各業種に属する企業数の相関分析を行ったところ、適用時期の違いによる業
種の偏りが有意に存在するとはいえないことも明らかにしている。 
 第２に、早々期群と早期群は強制期群よりも規模の点で有意に大きいといえるが、早々
期群と早期群との間には、有意水準を 10％に緩めたとしても、統計的に有意な差があると
はいえないことを示している。 
第３に、企業の業績と財務体質を表す財務指標として、（1）使用総資本営業利益率、（2）
使用総資本経常利益率、（3）使用総資本利益率、（4）株主資本営業利益率、（5）株主資本
経常利益率、（6）株主資本利益率、（7）売上高総利益率、（8）売上高営業利益率、（9）売
上高経常利益率、（10）売上高利益率、（11）使用総資本回転率、（12）固定資産回転率、（13）
有形固定資産回転率、（14）流動資産回転日数、（15）棚卸資産回転日数、（16）当座比率、
（17）流動比率、（18）固定比率、（19）固定長期適合比率、（20）株主資本比率、（21）負
債比率、（22）インタレストカバレッジ（倍）、の 22 指標を３群すべての企業について計算
し、統計手法による比較分析を行っている。 
 第４に、早々期から強制期にいたる２期間の間で３つの企業群がどれほど財務指標を改
善したかを観測した以下の結果から、会計政策と企業業績との関連性を解き明かす手がか
りを示している。 
① 収益性を表す多くの指標で、早々期および早期に適用した企業群が２期間に改善を進
めることに成功している。しかし、安定性をあらわす固定比率、負債比率そして株主
資本比率の指標については、強制期群が改善度で有意に高くなっている。これらの指
標では、早々期ならびに強制期の各期において、おおむね同じく強制期群の優位性が
示されており、改善度についても同様に有意な差を示している。 
② 強制期を待って適用した企業群に比して、早々期群は株主資本営業利益率および株主
資本経常利益率で、早期群は株主資本利益率で、それぞれ優位な改善度を達成してい
る。 
③ 早々期群が早期群に優る改善を示した指標は、固定資産回転率、使用総資本利益率、
株主資本比率および使用総資本回転率である。そのうちの使用総資本利益率について
は、早期群が強制期群よりも優位に立ちながら、早々期群は早期群を上回る改善度を
達成している。 
 本論文の結章において、各章の考察から導かれた結論および実証分析の結果をまとめる
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とともに、本研究が残した将来の課題を論述している。とりわけ、会計政策に係わる企業
の適応的行動選択が企業業績の改善に結びついていることを実証的に明らかにしたことの
意義を強調し、本研究によって拓かれた新たな研究領域への来援討究を訴えている。 
 
